




























特別養子縁組における実親の位置付けと縁組同意に関する考察（2・完）（喜友名）　　165164　　早法 95 巻 2 号（2020）
　　第二項　当事者
　　第三項　審問と専門的意見










































































関係が確定していない場合には、外観上の父（BGB1600d 条 2 項）も同意





























































































（GG 6 条 2 項 1 文）から解放されることになる。他方で、養子縁組におい


























































































































































































（BGB1592条 1 号）、父性を承認した者（BGB1592条 2 号、1594条）、または父













































らない─が存在する場合には、BGB1747条 1 項 1 文により、法律上の父
が同意権者となる。そのため、生物学上の父が養子縁組の成立を妨げたい
と望む場合には、父性に係る異議申立てを行い（BGB1600条 1 項 1 号、









（126）　BGB1592条 2 号と同条 3号の先後関係については、vgl.Wellenhofer,Marina,
in：MünchenerKommentarzumBürgerlichenGesetzbuchBand8Familienrecht
Ⅱ6.Auflage,§1594Rn.2.




















































































































































子の福祉に資する限りで子と交流する権利（同条 1 項 1 号）を、また、情
報の取得に関する正当な利益を有しているときには子の福祉に反しない限





















































（BGB1747条 3 項 1 号）。また、婚外子の父は、配慮権の移譲を申し立てる








号）、母との婚姻（同条 1 項 2 号）、または家庭裁判所による共同配慮の移
譲（同条 1項 3 号）によって、共同配慮権を取得することができる。また、
たとえ母の意思に反していても、子の福祉に反しないのであれば、婚外子
の父に共同配慮権が認められると規定されている（同条 2項 1 文）。しかし
（148）　Ebenda,S.22.













































































































































































名性の問題・再論─」法学新報121巻 7 ・ 8 号（2014年）163頁以下、床谷文雄「匿

























































































































































































は、支援を要する妊婦に関する情報提供の促進（同法第21条の10の 5 第 1 項）、母
子健康包括支援センターの法定化（母子保健法第22条）が明記された。
（179）　「こうのとりのゆりかご」を運営する慈恵病院がすでに熊本市に対してドイツ
の内密出産制度を参考にした私案を提示している。朝日新聞2018年 5 月 8 日付。
（180）　ドイツの内密出産制度の成果報告書の概要およびわが国における実現可能性に
関する検討については、床谷文雄「ドイツにおける内密出産制度導入の意義と課題
（一）（二・完）」阪大法学68巻 1 号（2018年） 1 頁以下、68巻6号（2019年） 1 頁以
下参照。



























































6と同条の 7を巡る判断枠組み─（一）（二・完）」早稲田法学会誌68巻 1 号（2017
年）179頁以下、68巻 2 号（2018年）151頁以下参照。
























































して、平成 7年 7月14日最高裁第二小法廷判決民集49巻 7 号2674頁がある（解説に
ついては、中島弘雅「特別養子審判の準再審事由」水野紀子ほか編『家族法判例百
選［第 7版］』（有斐閣、2008年）78─79頁参照）。本件は、特別養子縁組の審判手続
の係属中に、血縁上の父であると主張するXが、養子となる者Y1とその戸籍上の
父であるY2を相手方として親子関係不存在確認の訴えを提起していたという事案
である。最高裁は、準再審事由が認められるとして原審を破棄差し戻した。この判
決は、同意も意見聴聞の機会も必要ないとされていた未認知の血縁上の父に、縁組
当事者としての地位を承認し保障しようとするもので、従来の学説ないし家庭局の
見解を血縁上の父の手続保障の方向へ一歩踏み越えた点で正当と評されている。佐
上善和「親子関係不存在確認の訴えと特別養子の審判」民商法雑誌116巻 1 号
（1997年）85頁以下。
